43　自転車通勤に関する規定
自転車通勤規程

第１条（目　的）

１．この規程は、従業員の自転車通勤に関する事項について定めたものである。

第２条（定　義）

１．この規程において「自転車通勤」とは、従業員が、自宅と会社との間又は自宅と公共交通機関への乗換駅との間を、自転車を使用し通勤を目的として移動することをいう。

２．この規程において「自転車」とは、道路交通法（以下「道交法」という。）第２条第１項第11 号の２に定める自転車をいう。

３．前項の自転車には「電動アシスト自転車」を含み、「ペダル付電動自転車」は含まない。

第３条（許可申請）

１．自転車による通勤を希望する者は、「自転車通勤許可申請書」及び会社が指定する書類を会社に提出し、許可を受けなければならない。

２．「自転車通勤許可申請書」の記載内容に変更があった場合には、速やかに会社に届け出て、再度自転車通勤の許可を受けなければならない。

第４条（許可基準）

１．会社は、自転車通勤の申請内容を審査し、次に定める許可基準の全てを満たす従業員にのみ自転車通勤を許可する。

(1)　自転車通勤を希望する区間（自宅と会社との間又は自宅と公共交通機関への乗換駅との間）の直線距離が○km以上○km未満であり、自転車による通勤時間が○分を超えない者

(2)　身体又は精神に異常がなく、安全運転に支障がないと認められる者

(3)　自転車保険その他、賠償責任額○○○○万円以上の民間保険に加入している者

(4)　会社又は公共交通機関への乗換駅付近に駐輪場を確保している者

(5)　自転車通勤による通勤経路が合理的と認められる者

２．自転車通勤の許可は１年以内とし、毎年４月１日に更新審査を行う。許可の更新を希望する者は、前条第１項の定めに従い更新を申請しなければならない。

第５条（自転車保険への加入）

１．自転車通勤をする者は、自転車保険その他、賠償責任額○○○○万円以上の民間保険に加入し、それを証する書類の写しを会社に提出しなければならない。契約が更新された場合も同様とする。

２．保険料その他、保険の加入に要する費用は、従業員の負担とする。

第６条（駐輪場の確保）

１．自転車通勤をする者は、会社又は乗換駅付近に駐輪場を確保（利用契約を締結）し、それを証する書類の写しを会社に提出しなければならない。契約が更新された場合も同様とする。

２．駐輪料金その他、駐輪の確保に要する費用は、従業員の負担とする。

３．駐輪場内における自転車の破損・盗難等の事故について、会社は一切の責任を負わず、何ら補償を行わないものとする。

第７条（運転者の遵守事項）

１．自転車に乗車する場合は、道交法その他の道路交通法令に従い安全に運転するとともに、次の各号に定める行為をしてはならない。

(1)　飲酒運転

(2)　心身が著しく疲労している等、正常な運転が困難な状態での運転

(3)　携帯電話・スマートフォンを使用しながらの運転

(4)　傘をさしながらの運転

(5)　外部の音が聞こえない音量でイヤホンを着用しながらの運転

(6)　ブレーキの故障その他、整備不良のある自転車の運転

(7)　通勤使用が認められた自転車の他者への貸与
(8)　その他道路交通法令により禁止されている事項に該当する行為

２．前項各号の禁止行為に違反した場合には、会社は懲戒処分を行うことがある。

第８条（許可の取り消し）

１．自転車通勤の許可を受けた後に第４条の許可基準を欠くこととなった場合、その時点で許可は自動的に取り消される。ただし、速やかに会社に届け出なければならない。

２．運転禁止事項に違反して事故を起こした場合、会社は直ちに許可を取り消す。

３．前各項の他、自転車通勤の適正管理上、会社が必要と認めた場合には、許可を取り消す。

第９条（事故・違反報告及び責任所在等）

１．自転車通勤中に事故が発生した場合は、直ちに会社に報告し指示を受けなければならない。

２．自転車通勤中に道路交通法令に違反し、警察から処分を受けた場合には、直ちに会社に報告しなければならない。

３．自転車通勤中の事故について、会社は従業員及び第三者に対して一切の賠償責任を負わない。

４．自転車通勤中の事故により会社が損害を受けた場合、会社は従業員に対して損害賠償を請求し、懲戒処分をすることがある。

第10条（通勤手当）

１．自転車通勤する者に対する通勤手当の支給については、賃金規程に定める。

第11条（安全運転教育）

１．会社は自転車通勤の許可及び更新許可の際、及び必要な都度安全運転教育を実施する。

２．自転車通勤をする者は、必ず安全運転教育を受講しなければならない。

附　則

この規程は平成○年○月○日より施行する。
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